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令和元年度 財務書類の解説 

 

１ はじめに 

地方公共団体の会計は、国の会計と同じく、住民から徴収された対価性の

ない税財源の配分を、議会における議決を経た予算を通じて事前統制の下で

行うという点で、営利を目的とする企業会計とは根本的に異なっています。

すなわち、税金を活動資源とする国・地方公共団体の活動は、国民・住民福

祉の増進等を目的としており、予算の議会での議決を通して、議会による統

制の下に置かれているため（財政民主主義）、国・地方公共団体の会計では、

予算の適正・確実な執行に資する観点から、現金の授受の事実を重視する現

金主義が採用されているところです。 

一方で、国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、

国民・住民に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を

図るため、地方公会計は、発生主義により、ストック情報やフロー情報を総

体的・一覧的に把握することにより、現金主義会計による予算・決算制度を

補完するものとして整備が進められてきました。 

特に、平成18年度には、総務省に「新地方公会計制度研究会」が設置され、

当該研究会における検討を踏まえ、地方公共団体に対し、新地方公会計モデ

ル（基準モデル及び総務省方式改訂モデル）を示してその整備が要請されて

いました。 

このような状況の下で、蟹江町においては、平成22年度より基準モデルに

よる財務書類の作成を行っておりました。 

 

地方公会計においては、現金主義会計では見えにくいコストやストックを

把握することで、中長期的な財政運営への活用の充実が期待できることや、

そのような発生主義に基づく財務書類を、現行の現金主義会計による決算情

報等と対比させて見ることにより、財務情報の内容理解が深まるものと考え

られます。 

また、個々の地方公共団体における地方公会計整備の意義としては、住民

や議会等に対し、財務情報をわかりやすく開示することによる説明責任の履

行と、資産・債務管理や予算編成、行政評価等に有効に活用することで、マ

ネジメントを強化し、財政の効率化・適正化を図ることが挙げられます。さ

らに、地方公会計の整備は、個々の地方公共団体だけでなく、地方公共団体

全体としての財務情報のわかりやすい開示という観点からも必要があるもの

です。 

今後、更なる地方公会計の整備促進を図るためには、全ての地方公共団体
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において適用できる標準的な基準を示すことが必要であるとして、総務省に

設置された「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」において議論が進

められてきましたが、平成26年４月30日に取りまとめられた報告書において、

財務書類の作成に関する統一的な基準が示されました。その後、平成27年１

月23日総務大臣通知において、全ての地方公共団体において、統一的な基準

による財務書類等を原則として平成27年度から平成29年度までの３年間で作

成するように要請されました。 

したがって、蟹江町では平成28年度より、統一的な基準による財務書類を

作成しています。 

 

２ 財務諸表の作成基準 

 ⑴ 作成単位 

作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営事業

会計を加えた全体財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加

えた連結財務書類とします。 

一般会計等、全体及び連結財務書類の対象となる会計（団体）は、次の

とおりです。 

なお、地方公営事業会計のうち、下水道事業会計については、地方公営

企業法の財務規定等が適用されたため、平成29年度より全体財務書類の連

結対象としています。 

 

 

 一般会計等 

一般会計 

蟹江町 

土地取得特別会計 

コミュニティ・プラント事業特別会計 

全体会計 

国民健康保険事業特別会計 

介護保険管理特別会計 

後期高齢者医療保険事業特別会計 

下水道事業会計 

水道事業会計 

連結会計 

海部地区環境事務組合 

一部事務組合 

・広域連合 

海部地区急病診療所組合 

海部地区水防事務組合 

海部南部広域事務組合 

愛知県市町村職員退職手当組合 

愛知県後期高齢者医療広域連合 
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 ⑵ 作成基準日 

   令和２年３月31日 

   ただし、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数とします。 

 

 ⑶ 財務書類４表の相互関係 

 

 

①貸借対照表の「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残

高に本年度末歳計外現金算高を加えたものと対応します。 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残

高と対応します。 

③純資産変動計算書の「純行政コスト」の金額は、行政コスト計算

書の「純行政コスト」と対応します。 

 

 

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

うち
現金預金

臨時利益 固定資産の変動 前年度末残高

②
①

+ 本年度末 歳計外現金残高

本年度末残高

経常収益 純行政コスト

純資産 純行政コスト 本年度末残高

投資活動収支

③
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３ 財務４表について 

 ⑴ 貸借対照表（ＢＳ） 

   貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債および純資産

の残高）を表すものです。 

  ア 資産 

    将来の収益を生み出すために保有する財産をいいます。 

    将来世代に引き継ぐ社会資本（学校、公園、道路など）や現金化する

ことが可能な資産（投資、基金など）が該当します。 

  イ 負債 

    将来、町が返済しなければならない債務をいいます。 

    地方債や退職手当引当金などが該当します。 

  ウ 純資産 

    従来からの町の活動によって獲得された余剰（または欠損）の蓄積残

高をいいます。 

    資産から負債を差し引いて計算されます。 

 

  ○ 資産の区分 

１ 固定資産  

 ⑴ 事業用資産 将来の経済的便益が見込まれる資産 

市場において、取引の可能性のある資産 

庁舎、学校など 

 ⑵ インフラ資産 将来の経済的便益が見込まれない資産 

市場において、取引される性質ではないもの 

道路、橋梁、公園、河川・水路など 

 ⑶ 物品 将来の経済的便益が見込まれる資産 

市場において、取引の可能性のある資産 

機械器具、備品、美術品など 

 ⑷ 投資等 出資金、貸付金、有価証券など 

２ 流動資産 現金・預金、未収金、貸倒引当金（控除項目）など 

 

  ○ 負債の区分 

１ 固定負債 償還予定が１年超の地方債や退職手当引当金 

将来世代の負担となる債務 

２ 流動負債 １年以内に償還予定の地方債 

短期的な債務 
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  各財務書類における固定資産の内訳は次のとおりです。 

 

 また、各財務書類における貸借対照表は次のとおりです。 

■一般会計等 

 

（百万円） （百万円）

H30 R01 増減 H30 R01 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 37,898 37,485 △ 413 固定負債 10,273 10,561 288

有形固定資産 34,270 34,088 △ 182 地方債 8,524 8,849 325

事業用資産 20,811 20,530 △ 281 退職手当引当金 1,739 1,712 △ 27

インフラ資産 13,029 13,160 131 その他 10 △ 10

物品 429 397 △ 32 流動負債 972 1,010 38

無形固定資産 48 23 △ 25 １年内償還予定地方債 649 699 50

投資その他の資産 3,580 3,374 △ 206 未払金 - - -

流動資産 1,676 1,802 126 前受金 0

現金預金 536 676 140 賞与等引当金 160 166 6

未収金 38 43 5 預り金 132 135 3

短期貸付金 63 63 0 その他 31 10 △ 21

基金 1,041 1,024 △ 17 11,245 11,570 325

棚卸資産 - - - 【純資産の部】

その他 - - - 固定資産等形成分 39,002 38,571 △ 431

徴収不能引当金 △ 2 △ 3 △ 1 余剰分（不足分） △ 10,673 △ 10,854 △ 181

39,574 39,287 △ 287 28,329 27,717 △ 612

39,574 39,287 △ 287

科目名

資産合計

負債合計

科目名

純資産合計

負債及び純資産合計

39,980 39,688 39,616 39,574 39,287

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H28開始 H28期末 H29 H30 R01

■一般会計等 資産額 （百万円）

10,690 10,431 10,612 11,245 11,570

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H28開始 H28期末 H29 H30 R01

■一般会計等 負債額 （百万円）
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■ 全体会計 

 

（百万円） （百万円）

H30 R01 増減 H30 R01 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 50,612 50,667 55 固定負債 19,607 20,132 525

有形固定資産 46,091 46,327 236 地方債 13,001 13,421 420

事業用資産 20,811 20,530 △ 281 退職手当引当金 1,739 1,712 △ 27

インフラ資産 24,531 25,053 522 その他 4,867 5,000 133

物品 748 743 △ 5 流動負債 1,180 1,416 236

無形固定資産 951 912 △ 39 １年内償還予定地方債 780 839 59

投資その他の資産 3,570 3,427 △ 143 未払金 53 241 188

流動資産 3,915 4,290 375 前受金 0 0 0

現金預金 2,506 2,909 403 賞与等引当金 166 172 6

未収金 299 288 △ 11 預り金 144 148 4

短期貸付金 63 63 0 その他 37 16 △ 21

基金 1,041 1,024 △ 17 20,787 21,549 762

棚卸資産 12 12 0 【純資産の部】

その他 3 4 1 固定資産等形成分 51,716 51,753 37

徴収不能引当金 △ 8 △ 9 △ 1 余剰分（不足分） △ 17,975 △ 18,345 △ 370

54,528 54,957 429 33,741 33,408 △ 333

54,528 54,957 429負債及び純資産合計

科目名 科目名

負債合計

資産合計 純資産合計

45,176 45,027

53,857 54,528 54,957

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28開始 H28期末 H29 H30 R01

■全体会計 資産額 （百万円）

11,851 11,659

19,699 20,787 21,549

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28開始 H28期末 H29 H30 R01

■全体会計 負債額 （百万円）



7 

 

■ 連結会計 

 

 

 

【参考】住民一人当たり資産・負債・純資産額及び純資産比率 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

資産 104万円 146万円 150万円 

負債 31万円 57万円 58万円 

純資産 74万円 89万円 92万円 

純資産比率 70.5％ 60.8％ 61.5％ 

（令和２年３月31日現在人口 37,677人） 

（百万円） （百万円）

H30 R01 増減 H30 R01 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 51,683 51,776 93 固定負債 19,719 20,288 569

有形固定資産 47,147 47,430 283 地方債 13,066 13,540 474

事業用資産 21,545 21,223 △ 322 退職手当引当金 1,785 1,748 △ 37

インフラ資産 24,560 25,081 521 その他 4,867 5,000 133

物品 1,042 1,127 85 流動負債 1,194 1,438 244

無形固定資産 953 914 △ 39 １年内償還予定地方債 789 857 68

投資その他の資産 3,583 3,431 △ 152 未払金 53 241 188

流動資産 4,292 4,657 365 前受金 0 0 0

現金預金 2,666 3,029 363 賞与等引当金 170 175 5

未収金 299 293 △ 6 預り金 146 149 3

短期貸付金 63 63 0 その他 37 16 △ 21

基金 1,258 1,265 7 20,913 21,726 813

棚卸資産 12 12 0 【純資産の部】

その他 3 4 1 固定資産等形成分 53,004 53,104 100

徴収不能引当金 △ 8 △ 9 △ 1 余剰分（不足分） △ 17,942 △ 18,397 △ 455

55,975 56,433 458 35,062 34,707 △ 355

55,975 56,433 458負債及び純資産合計

科目名 科目名

負債合計

資産合計 純資産合計

46,270

55,153 55,975 56,433

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28期末 H29 H30 R01

■連結会計 資産額 （百万円）

11,725

19,761 20,913 21,726

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28期末 H29 H30 R01

■連結会計 負債額 （百万円）
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 ⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

   １年間の行政運用コストのうち、資産形成につながらない行政サービス

に要したコスト（福祉サービス、各施設の管理にかかる費用など）を人件

費、物件費等およびその他の業務費用に区分して表示するとともに、それ

らの行政サービスの対価としての使用料、手数料などの収入を表示したも

のです。 

   従来の現金主義会計のもとでは、把握できなかった減価償却費などの非

現金コストについても計上しています。 

   経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常

行政コストとなり、これに臨時的な損益を含めたものが、当該年度の純行

政コストとして把握されます。 

 

  ○ 主な項目の説明 

業務費用 人件費や物件費、減価償却費など経常的な行政活動に

かかる費用 

移転費用 児童手当などの社会保障給付や、他団体に対する補助

金など他の主体に交付することにより効果が出る費用 

純経常行政コスト 経常的な行政活動にかかる費用のうち、税金などで賄

うべき費用 

臨時損失 災害の復旧費用など、その会計期間に臨時的に発生し

た費用 

臨時利益 資産を売却したことによる利益など、その会計期間に

臨時的に発生した収入 

純行政コスト その会計期間に臨時的に発生した者も含めた全ての費

用のうち、税金などで賄うべき費用 
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■一般会計等 

 

 

 

■全体会計 

 

（百万円）

H30 R01 増減

１　経常費用 9,795 9,955 160

業務費用 5,472 5,651 179

人件費 2,121 2,195 74

物件費等 3,251 3,356 105

（うち減価償却費） (871) (915) 44

その他の業務費用 100 100 0

移転費用 4,323 4,304 △ 19

補助金等 2,189 2,055 △ 134

社会保障給付 1,094 1,166 72

他会計への繰出金 1,039 1,082 43

その他 1 1 0

２　経常収益 546 539 △ 7

使用料及び手数料 102 103 1

その他 445 436 △ 9

9,249 9,416 167

３　臨時損失 16 45 29

４　臨時利益 4 4 0

9,261 9,458 197

科目名

純行政コスト（Ａ＋３－４）

純経常行政コスト（１－２＝A)

8,418 8,676 9,261 9,458

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H28 H29 H30 R01

■一般会計等 純行政コスト （百万

円）

（百万円）

H30 R01 増減

１　経常費用 16,121 16,032 △ 89

業務費用 6,666 6,850 184

人件費 2,178 2,257 79

物件費等 4,192 4,314 122

（うち減価償却費） (1,190) (1,252) 62

その他の業務費用 295 279 △ 16

移転費用 9,456 9,182 △ 274

補助金等 3,890 3,668 △ 222

社会保障給付 5,565 5,514 △ 51

他会計への繰出金 -          -         0

その他 1 1 0

２　経常収益 1,422 1,423 1

使用料及び手数料 912 929 17

その他 510 494 △ 16

14,699 14,609 △ 90

３　臨時損失 16 45 29

４　臨時利益 4 4 0

14,711 14,651 △ 60

科目名

純行政コスト（Ａ＋３－４）

純経常行政コスト（１－２＝A)

14,411 14,507 14,711 14,651

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H28 H29 H30 R01

■全体会計 純行政コスト （百万
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■連結会計 

 

 

 

【参考】住民一人当たりコスト 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

業務費用 150千円 182千円 194千円 

人件費 58千円 60千円 61千円 

物件費等 89千円 115千円 123千円 

その他の業務費用 3千円 7千円 9千円 

純経常コスト 250千円 388千円 482千円 

移転費用 114千円 244千円 328千円 

補助金等 55千円 97千円 68千円 

社会保障給付 31千円 146千円 260千円 

純行政コスト 251千円 389千円 483千円 

（令和２年３月31日現在人口 37,677人） 

（百万円）

H30 R01 増減

１　経常費用 19,539 19,659 120

業務費用 7,078 7,294 216

人件費 2,229 2,306 77

物件費等 4,500 4,653 153

（うち減価償却費） (1,223) (1,315) 92

その他の業務費用 349 335 △ 14

移転費用 12,460 12,365 △ 95

補助金等 2,799 2,552 △ 247

社会保障給付 9,641 9,792 151

他会計への繰出金 -          -         0

その他 20 21 1

２　経常収益 1,494 1,507 13

使用料及び手数料 952 974 22

その他 542 533 △ 9

18,045 18,153 108

３　臨時損失 16 45 29

４　臨時利益 4 4 0

18,057 18,195 138

科目名

純行政コスト（Ａ＋３－４）

純経常行政コスト（１－２＝A)

17,639 17,756 18,057 18,195

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H28 H29 H30 R01

■連結会計 純行政コスト （百万円）
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 ⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

   純資産変動計算書は、１年間に蟹江町の純資産が、どのような財源や要

因で増減したかを明らかにするものです。 

   具体的には、貸借対照表の純資産の部を計算するものです。 

   また、行政コスト計算書から算出された、当年度の純行政コストが当年

度の財源（税収等、国県等補助金）によって賄われているかどうかを見る

ことができます。 

   純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な

資源を蓄積したことを意味します。 

 

  ○ 主な項目の説明 

税収等 町民税や固定資産税などの地方税や国から交付される地

方交付税や地方譲与税等 

資産評価差額 有価証券などの評価替を行った場合の差額 

無償所管換等 寄附などにより無料で取得した固定資産の評価額等 

 

 

■一般会計等 

 

 

（百万円）

H30 R01 増減

前年度末純資産残高 29,004 28,329 -675

純行政コスト（△） △ 9,261 △ 9,458 △ 197

財源 8,553 8,846 293

税収等 6,869 7,027 158

国県等補助金 1,685 1,820 135

本年度差額 △ 708 △ 611 97

資産評価差額 -             -             0

無償所管換等 33 △ 1 △ 34

その他 0

本年度純資産変動額 △ 675 △ 612 63

本年度末純資産残高 28,329 27,717 △ 612

科目名

29,291 29,257 29,004 28,329 27,717
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40,000

Ｈ28開始 H28期末 H29 H30 R01

■一般会計等 純資産額 （百万

円）
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■全体会計 

 

 

■連結会計 

 

 

【参考】住民一人当たり純資産額等 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

前年度末純資産額 751千円 895千円 930千円 

純資産変動額 △16千円 △9千円 △9千円 

年度末純資産額 735千円 886千円 921千円 

（令和２年３月31日現在人口 37,677人） 

 

（百万円）

H30 R01 増減

前年度末純資産残高 34,158 33,741 -417

純行政コスト（△） △ 14,711 △ 14,651 60

財源 14,259 14,322 63

税収等 9,254 9,382 128

国県等補助金 5,005 4,940 △ 65

本年度差額 △ 453 △ 329 124

資産評価差額 -             -             0

無償所管換等 33 △ 1 △ 34

その他 2 △ 3 △ 5

本年度純資産変動額 △ 418 △ 332 86

本年度末純資産残高 33,741 33,408 △ 333

科目名

33,325 33,369 34,158 33,741 33,408

0
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10,000
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35,000

40,000

Ｈ28開始 H28期末 H29 H30 R01

■全体会計 純資産額 （百万

（百万円）

H30 R01 増減

前年度末純資産残高 35,392 35,062 -330

純行政コスト（△） △ 18,057 △ 18,195 △ 138

財源 17,708 17,870 162

税収等 9,255 9,383 128

国県等補助金 8,453 8,487 34

本年度差額 △ 350 △ 325 25

資産評価差額 -             -             0

無償所管換等 33 △ 1 △ 34

△ 16 △ 27 △ 11

その他 2 △ 3 △ 5

本年度純資産変動額 △ 330 △ 355 △ 25

本年度末純資産残高 35,062 34,707 △ 355

科目名

比例連結割合変更に伴う差額

34,428 34,545 35,392 35,062 34,707

0
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10,000

15,000
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25,000

30,000

35,000

40,000

Ｈ28開始 H28期末 H29 H30 R01

■連結会計 純資産額 （百万円）
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 ⑷ 資金収支計算書（ＣＦ） 

   １年間の資金の流れを示すものです。資金の獲得・配分状況の理解や債

務の支払い能力の評価等に活用されます。 

   現金の性質に応じて、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区

分されており、どのような活動に資金を必要としているかを表したもので

す。 

 

  ○ 主な項目の説明 

業務活動収支 資産の形成に関係がなく直接純資産の増大・減少をもた

らす資金の収支をあらわします。 

費用として処理される人件費、物件費等の業務費用や移

転費用に対応する支出と、財源の増加である税収や国庫補

助金（投資活動支出に対応するものを除く）、収益として処

理される使用料及び手数料などに対応する収入との関係で

す。 

行政コスト計算書や純資産変動計等書においては支出と

同様に考えられる資産の目減り分（減価償却費）はキャッ

シュの流出を伴っていないのでここには含まれず、業務活

動収支は通常プラスの金額となります。 

投資活動収支 資本形成のための活動に伴い、臨時・特別に発生する資

金の収支をあらわします。 

業務活動収支の残った分は、資産の目減り分を補填する

に等しい資産の取得に充てられています。これが投資活動

収支のマイナス分です。固定資産形成に充当された補助金

収入や資産売却収入から、固定資産形成のための支出との

差額ですので、通常はマイナスになります。 

財務活動収支 財務活動収支は、借入れによる収入と借入れの償還によ

る支出との差額です。 

償還が上回ればマイナスになりますので、財務活動収支

はマイナスとなった方が良いといえます。 
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■一般会計等 

 

 

■全体会計 

 

 

■一般会計等

（百万円）

H30 R01 増減

１　業務活動収支 83 166 83

業務支出 8,988 9,053 65

業務収入 9,073 9,264 191

臨時支出 2 45 43

臨時収入 0 0 0

２　投資活動収支 △ 746 △ 372 374

投資活動支出 1,665 1,274 △ 391

投資活動収入 919 902 △ 17

３　財務活動収支 703 343 -360

財務活動支出 704 681 △ 23

財務活動収入 1,406 1,024 △ 382

本年度資金収支額 39 137 98

前年度末資金残高 365 404 39

本年度末資金残高（Ａ） 404 541 137

前年度末歳計外現金残高 133 132 -1

本年度歳計外現金増減額 △ 1 3 4

本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 132 135 3

536 676 140

科目名

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ）

-67

-2

39

-100

-50

0

50

100

H28 H29 H30 R01

■一般会計等 資金収支額 （百万

円）

（百万円）

H30 R01 増減

１　業務活動収支 613 692 79

業務支出 14,951 14,776 △ 175

業務収入 15,566 15,513 △ 53

臨時支出 2 45 43

臨時収入 0 0 0

２　投資活動収支 △ 1,373 △ 738 635

投資活動支出 2,690 1,951 △ 739

投資活動収入 1,317 1,213 △ 104

３　財務活動収支 867 446 -421

財務活動支出 835 813 △ 22

財務活動収入 1,702 1,259 △ 443

本年度資金収支額 107 400 293

前年度末資金残高 2,267 2,374 107

本年度末資金残高（Ａ） 2,374 2,774 400

前年度末歳計外現金残高 133 132 -1

本年度歳計外現金増減額 △ 1 3 4

本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 132 135 3

2,506 2,909 403本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ）

科目名

-134

508

107

400

-200

0

200

400

600

H28 H29 H30 H31

■全体会計 資金収支額 （百万
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■連結会計 

 

 

 

【参考】資金区分ごとの収支による財務状況についての一例 

 業務 

活動 

収支 

投資 

活動 

収支 

財務 

活動 

収支 

説 明 

望ましい 

＋ － － 

業務活動で余剰となった資金により投資を

行い、かつ借入金等も着実に返済している

状況。 

 
＋ － ＋ 

借り入れにより資金を調達し、積極的に施

設整備等の投資を行っている状況。 

 

－ ＋ ＋ 
業務活動の赤字を基金の取崩や借り入れな

どによりまかなっている状況。 

望ましくない 
－ － ＋ 

行政活動全体を借入れすることにより何と

かまかなっている状況。 

 

（百万円）

H30 R01 増減

１　業務活動収支 743 752 9

業務支出 18,342 18,342 0

業務収入 19,005 19,101 96

臨時支出 2 45 43

臨時収入 83 38 △ 45

２　投資活動収支 △ 1,598 △ 902 696

投資活動支出 2,918 2,115 △ 803

投資活動収入 1,320 1,213 △ 107

３　財務活動収支 942 511 -431

財務活動支出 835 822 △ 13

財務活動収入 1,776 1,333 △ 443

本年度資金収支額 87 361 274

前年度末資金残高 2,447 2,532 85

比例連結割合変更に伴う差額 △ 2 0 2

本年度末資金残高（Ａ） 2,532 2,893 361

前年度末歳計外現金残高 134 134 0

本年度歳計外現金増減額 △ 1 2 3

本年度末歳計外現金残高（Ｂ） 134 136 2

本年度末現金預金残高（Ａ＋Ｂ） 2,666 3,029 363

科目名

-110

507

87

361

-200

0

200

400

600

H28 H29 H30 H31

■連結会計 資金収支額 （百万円）
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４ 財務書類分析について 

⑴ 資産の状況 
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⑵ 資産と負債の比率 

 
 

 
⑶ 行政コストの状況 
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⑷ 負債の状況 
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 ⑸ 受益者負担の状況 

 


